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新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症のの感感染染拡拡大大

１１．．医医療療機機関関ででののククララススタターー発発生生、、医医療療のの需需給給逼逼迫迫
のの一一方方、、来来院院患患者者、、健健診診やや予予防防接接種種のの激激減減、、手手
術術等等のの延延期期がが起起ききたた。。

→ どの医療機関にも起こりうる

→ 医業経営にとっても大きな試練

２２．．世世界界はは、、ここれれかかららもも、、新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染
症症とと対対峙峙ししてていいかかななけけれればばななららなないい。。

→ 新しい日常、生活様式

→ 感染拡大に備えた医療提供体制の構築
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ウイズコロナ時代を見据えた
医療提供体制の課題と

医療関連サービスへの影響

公益社団法人日本医師会
常任理事 橋本 省



「「新新ししいい生生活活様様式式」」をを支支ええるる四四つつのの提提言言
（（22002200年年55月月2277日日定定例例記記者者会会見見発発表表））

記者会見を通じた国民への呼びかけを実施中 3

• 日本医師会では、患者さんが安心して医療機関に来院できるよう、感染防止対策を
徹底している医療機関に対して、『新型コロナウイルス感染症等感染防止対策実施
医療機関みんなで安心マーク』を発行開始。

「「みみんんななでで安安心心ママーークク」」引引きき続続ききごご活活用用下下ささいい
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これからの生活で心がけていただきたいこと（with コロナ）

①周りの人にうつさない、
自分がうつらない
（感染対策）

②万が一、感染しても
重症化させない
（リスク※対策）

新しい生活様式（専門家会議提言）

本人に適した生活習慣
食事運動 禁煙

予防

糖尿病（透析） 高血圧

フレイル COPD
等

かかりつけ医支援

※高齢者、基礎疾患、喫煙歴、医療的ケア児

2020年5月27日 日本医師会定例会見
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これら４点は、オミクロン株など、
新たな変異種が現れても変わらない



専門医療機関

医師会

歯科医師
薬剤師

看護師・准看護師
理学療法士
管理栄養士

ケアマネージャー等

行政

連連携携

かかりつけ医

患者・国民からの健康にかかわる幅広い問題

地地域域ででのの

医医療療・・介介護護資資源源
にに応応じじたた対対応応

多職種間の連携
専門的な検査・治療
合併症への対応

生涯教育
地域の情報提供

診療・相談

訪問看護
訪問介護
服薬指導 等

専門医への紹介
症状改善後の受入

適適切切なな受受療療行行動動、、
重重複複受受診診のの是是正正、、
薬薬のの重重複複投投与与のの防防止止等等

日常の診療、予防・健康
疾病の早期発見
重症化予防
適切な初期対応
専門医への紹介
症状改善後の受入れ

かかりつけ医を中心とした
地域医療、地域包括ケア
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なんでも相談できる上、最新の医療情報を熟知して、

必要な時には専門医、専門医療機関を紹介でき、身

近で頼りになる地域医療、保健、福祉を担う総合的

な能力を有する医師。

「医療提供体制のあり方」 2013年8月8日

日本医師会・四病院団体協議会

「「かかかかりりつつけけ医医」」ととはは（（定定義義））
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医療計画への感染症対策の位置づけ

日本医師会として、2020年4月以降、以下を主張
医療計画の疾病や救急医療、災害医療等ごとに
医療連携を個別に定める計画（「５疾病５事
業」）に、新興感染症等への対策を追加すること。
PPE等の備蓄や病床の整備・確保を図ること、
公立・公的医療機関等と民間医療機関の役割の
明確化、行政と医師会との連携を推進すること。

国は、「新興感染症等の感染拡大時における医療」に
ついて、医療計画の記載事項として位置付ける「医療
法」改正。（2021年）
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◆◆若若いい世世代代でで「「かかかかりり
つつけけ医医ががいいるるととよよいいとと
思思うう」」人人のの割割合合がが増増加加

◆◆新新型型ココロロナナウウイイルルスス
のの感感染染拡拡大大でで、、かかかかりり
つつけけ医医のの必必要要性性がが高高
ままっってていいるるとと推推測測さされれるる

「第７回 日本の医療に関する意識調査」より
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「かかりつけ医はいないがいるとよいと思う」人の割合-

前回調査との比較

第6回（前回） 第7回（今回）

（％）

コロナ禍とかかりつけ医に関する意識の変化
（日医総研「日本の医療に関する調査結果」より）
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医医療療機機関関とと医医療療関関連連ササーービビスス事事業業者者のの協協働働
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緊急時にも必要な医療に専念できるよう、事業者各位には、
新興感染症等の拡大時も事業の継続をお願いしたい。

平成30年度医療関連サービス実態調査結果の概要
資料１「医療関連サービス委託率の推移]より（医療関連サービス振興会HP）

各サービスにおいて委託
率は上昇傾向

医療機関と事業者の協働
は年年々々重重要要にに

特特にに、、ココロロナナ禍禍でではは、、医医療療
関関連連ササーービビススママーークク対対象象
業業種種やや廃廃棄棄物物処処理理等等はは、、
大大変変重重要要なな役役割割をを担担うう。。

感感染染拡拡大大のの現現場場かからら（（例例）） ※※22002200年年44，，55月月頃頃
衛衛生生文文化化協協会会城城西西病病院院 玉玉城城成成雄雄理理事事長長
「「当当院院ににおおけけるる新新型型ココロロナナウウイイルルスス院院内内感感染染ににつついいてて 22002200//44//2277〜〜55//2266」」

◆中中ででもも特特にに大大変変だだっったたののはは、、汚汚染染リリネネンンのの取取扱扱いいででししたた。。

◆当当院院ににははベベッッドドリリネネンン会会社社がが２２社社入入っってておおりり、、そそののううちち仕仕事事
量量のの多多いい業業者者がが一一次次洗洗浄浄をを要要求求ししててききままししたた。。当当院院ののママンンパパ
ワワーーがが低低下下ししてていいるる中中でで、、看看護護師師がが一一次次洗洗浄浄とといいうう重重労労働働にに
従従事事せせざざるるをを得得まませせんんででししたた。。

◆令和2年4月24日、厚労省からの事務連絡で汚染リネンの取
扱いについて、4月23日には一般社団法人日本病院寝具協会
からもこの点について報告がされております。感染の危険があ
る寝具の処理は病院内で消毒を、設備的人員面で困難な場合
は代替案をということで提示されておりました。

◆当当時時のの状状況況をを振振りり返返るるとと、、医医療療従従事事者者でですすららももウウイイルルススにに不不
安安がが強強かかっったた中中でで、、リリネネンン会会社社ががウウイイルルスス感感染染をを恐恐れれてていいたたここ
とともも致致しし方方なないいとと考考ええてておおりりまますす。。

（厚生労働省ウェブセミナー「療養型病院におけるクラスター発生の支援
と受援」 （令和3年4月28日開催））セミナー録より抜粋
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医療機関が、医療関連サービス業者との
契約の決定要因として、重視している項⽬
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価格 全般的なｻｰﾋﾞｽの質 他病院での評判 企業規模
担当者･ｽﾀｯﾌの⼈柄 ﾏﾆｭｱﾙ類の整備 複数業務に対応 代⾏保証の有無
賠償能⼒ ⻑年の実績

ｎ＝920

振興会の実態調査より
１位から３位までの
点数配分を基に計算

13→ 全般的なサービスの質、⻑年の実績、そして「担当者・スタッフの⼈柄」

医療従事者等に対するいわれなき差別の
実態の把握
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（2021年2月3日公表）
• 日本医師会として「新型コロナウイルス感染症
に関する⾵評被害の緊急調査」を実施。

• 医療従事者に対する、いわれなき差別と⾔える
事例が多く⾒られたため、国に対して早急な対
応を求めていくことを表明。

• 国やマスコミにも正確な情報提供を要請。

同日成立した新型インフルエンザ特措法改正法で
も、国・地方公共団体に対し、実態の把握、相談
支援、啓発活動を要求する規定を新設。

⇒⇒医療関連サービス事業各社の従業員も、
同じ医療現場で働く方々



医療関連サービスと今後
安全で良質な医療は、医療従事者だけで成り立つ
ものではない。医療関連サービスとその従事者の方は
欠かせないパートナーである。
新型コロナウイルス感染症の拡大により、そのことが
再認識された。
医療関連サービスマーク制度は、安心と安全を目指
す医療において、制度的なインフラストラクチャーと
いえる。
医療機関が安心して業務を委託し、医業に専念でき
るようにするためには、サービスマーク制度による
認定事業者を事業所単位で増やしていくことが重要。
医療関連サービス振興会及び各事業者には、今後も
素晴らしい実績の積み重ねと、現場スタッフと医療関
係者の良好な関係構築のご努力をお願いします。 14

15

ご清聴
ありがとうございました。

日本医師会新キャラクター
日医君

ハートが二つ重なった医療関連
サービスマークのデザインは、
医療機関と医療関連サービス事業
者がお互いの心を通い合わせて
いることを意味しています。
その趣旨は、医療関連サービスに
は、高い技術の裏付けとともに
それを提供する人々の真心や愛情
が必要であるということです。


